
令和7年度　部局経営目標
年度 令和７年度 作成日 令和7年4月1日

部局名 市長直轄組織 部局長名 今石　健司
（１）部局の方向性（テーマ）

（２）部局の重点施策

（１）自主防災組織の育成・強化と市との連携の推進

（２）避難行動要支援者の避難行動体制の充実

（３）災害対応用資器材の備蓄等の促進

（４）空路による緊急物資輸送能力向上の検証

（１）地域防災力強化育成事業の推進

（２）消防団員・装備等の管理（団員、器具・設備）

（３）事業成果目標 指標名及び目標値

指標：防災講座開催数
（ジュニア防災教育）

目標値：15回
（令和6年度実績：10
回）

指標:①活用組織率、②サ
ポート数、③参加組織数

目標値：①20％、②10
件、③10団体

（令和6年度実績値：①
11％、②12回（防災講座
数）、③ ｰ）

１．安心して暮らし続けるこ
とができる真庭

２．支え合いいきいきと誰
もが活躍できる真庭

●人口減少抑制対策
　学校や地域団体と協力した防災講座「ジュニア防災教育」（児童・生徒等を対象とした
防災イベントやワークショップ）を開催し、子育て世代の親子に防災に関する知識や技能を
普及し、現在の暮らしに安心感を持ってもらう。また地域との交流を通じて地元愛や責任
感を高め、地域へのつながりの再構築と定着意識の醸成を図る。

１－（１）自主防災組織の育成・強化と市との連携の推進
・孤立可能性集落の実情の把握を通じリスクコミュニケーションの推進を図り、地域のハザー
ドと災害時の対応に関する共通認識の醸成を推進する。
・平素の防災講座や訓練等を通じた、市と自主防災組織との連携の醸成・構築を図るとと
もに、災害時等には地域の避難・被害状況等の把握、避難行動要支援者の見守りや適
切な避難行動等の促進に繋げる。
・活動が停滞している組織の活性化及び未組織地域の組織の育成を図るとともに、既存
組織の地域活動の要となり得る防災士の識能向上を重視し、孤立可能性集落対策のソ
フト面の強化を図る。
　　・自主防災組織補助金の活用
　　・防災学習サポート事業の実施
・土砂災害時等における孤立集落発生を想定した市と地域自主防災組織等による訓練
等への参加を促す。

・孤立可能性集落対策の推進
　孤立可能性の実情を地域住民とともに把握・検証を行い、対策を推進する。
・地域防災力の向上
　地域住民が、自らが住む場所のハザードを自覚し、それぞれの避難行動や備蓄を考えることを
促す。
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指標：①個別避難計画整
備数、②防災講座開催数
（率先避難者育成・個別避
難計画）

目標値：①20件、②18回

（令和6年度実績値：ー　
）

指標：①配備箇所数、②
備蓄数

目標値:①7箇所、②備蓄
計画による。

（令和6年度実績値：① 
ｰ、②備蓄計画どおり完了）

指標：①参加団体数、②
参加回数

目標値:①５団体、②１回

（令和6年度実績値：
－）

指標:①イベント数、②広報
活動・支援数、③広報活動
数

目標値:①1回、②3回、③
5回

（令和6年度実績値：①1
回、②3回、③5回 ）

指標:①取得者数、②更新
台数

目標値:①2名、②ポンプ車
1台、積載車1台、小型ポン
プ6台

（令和6年度実績：① ｰ、
②ポンプ車0台　積載車3台　
小型ポンプ5台）

１－（２）避難行動要支援者の避難行動体制の充実
・庁内における連携・協力体制の整備を推進し、関係部署を通じた庁外団体との連携及
び情報共有体制の促進を図る。
・福祉部局で作成する「避難行動要支援者名簿」の活用を推進するとともに、関係部署・
団体と協力して「個別避難計画」の作成及び更新を推進する。
・防災講座「率先避難者育成」等を通じ、避難行動要支援者及び避難支援等関係者に
「個別避難計画」の重要性や作成要領を周知するとともに、作成及び更新の協力依頼を
行う。

１－（３）災害対応用資器材の備蓄等の促進
・避難所での生活環境を向上させるため、簡易ベッド及びテント型パーティションなどを整備
し、振興局毎に専用倉庫を設け配備する。併せてベッド数に見合う毛布の整備を目指す。
・大規模災害の発生被害及び他自治体からの支援到着時期を想定し、孤立が想定され
るなど地域の地理的条件等も踏まえて、備蓄している食料、飲料水、生活必需品等を真
庭市備蓄計画により、適正な管理・更新を継続する。
　　・特に、直接口に入るもの、肌に触れるものは遅滞なく更新を行う。
　　・保存期限が近いものは、自主防災組織の訓練、学校での訓練等で使用しロスを削
減する。

１－（４）空路による緊急物資輸送能力向上の検証
・ドローンによる緊急物資輸送の検証により、ドローンの運航、指揮統制要領の検証・検討
を行うとともに、運航時の地元自主防災組織等との連携・協力受け等により地域住民等
のドローン運航対応能力の向上を図る。
・物資オペレーション訓練（空路）に参加し、物資拠点や孤立可能性集落における対応
要領の慣熟を図るとともに、ヘリコプターの着陸やホイストのためのホバリングにおける実相の
体験により必要とされる地積等の判断要素の取得・普及を図る。
・空路輸送の有用性等の検証結果も踏まえつつ，関係部署を通じた、地上での道路整
備、砂防等の必要性などハード面の施策の検討を行う。

２ー（１）地域防災力強化育成事業の推進
・「自らの命を守るために自助共助の主体である地域住民の防災意識の向上を図る」を
テーマとし、最新の防災情報はもとより、平時の対策方法や避難の方法を周知し、住民一
人ひとりの防災意識の向上を図ることを目的とする。　
　　・防災関連イベント（インクルーシブ対策等）
　　・各種イベントにおける防災広報活動及び市民の防災啓発活動に係る支援
　　・広報まにわや真庭市ホームページ、MIT等を活用した広報活動

２ー（２）消防団員・装備等の適切な管理（団員、器具・設備）
・準中型免許取得教習補助金制度の整備等により、消防力の維持に努める。
　　・広報まにわを通じ、消防団の意義、新団員の募集、準中型免許取得補助金制度等
の消防団制度の周知を継続する。
・消防団の機能充実を図るため「消防ポンプ自動車」「小型ポンプ積載車」「小型ポンプ」を
計画的に更新し、地域消防力の維持・向上を図る。
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